
株式会社リーガプレイス肥後橋

　　　　（2024年3月31日現在）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(資産の部) (428,080) (負債の部) (921,859)

流動資産 243,072 流動負債 88,561

　現金及び預金 129,260 　短期借入金 -

　売掛金 82,795 　ﾘｰｽ債務(流動) 82

  たな卸資産 671 　未払金 16,514

  前払費用 30,246 　未払費用 41,369

  未収金 37 　未払法人税等 140

　その他の流動資産 60 　未払消費税等 21,609

　貸倒引当金 - 　未払金設備 -

　預り金 2,284

　 　賞与引当金 3,988

固定資産 185,008 　その他の流動負債 2,571

　有形固定資産 4,004

　　建物 -

　　建物附属設備 383 固定負債 833,298

　　構築物 - 　長期借入金 828,000

　　機械装置 - 　退職給付引当金 5,298

　　工具器具備品 3,620 　ﾘｰｽ債務(固定) -

　　ﾘｰｽ資産(有形) - 　長期未払ﾘｰｽに係る消費税 -

　　建設仮勘定 -

(純資産の部) (△493,779)

　無形固定資産 1,808 株主資本 △493,779

　　電話施設利用権 -  資本金 10,000

　　ｿﾌﾄｳｴｱ -  利益剰余金 △503,779

　　ｿﾌﾄｳｪｱ仮勘定 1,808 　その他利益剰余金 △503,779

　　ﾘｰｽ資産(無形) - 　　繰越利益剰余金 △503,779

　投資その他の資産 179,195

　　長期差入保証金 161,990

　　繰延税金資産(長期) 17,054

　　その他 150

資　産　合　計 428,080 負債純資産合計 428,080

（注）1．千円未満は切り捨てて表示しております。

　　　2．当期純利益　77,154千円

　　　貸　借　対　照　表

（単位：千円）
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個別注記表

　1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（1）　資産の評価基準及び評価の方法

　　　　　 たな卸資産（貯蔵品）

　　　　　　　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

　　（2）　固定資産の減価償却の方法

 　　　　　①　有形固定資産　　　定額法を採用しております。

　　　　　 ②　無形固定資産　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　 なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

　　　　　　　　　　　　　　 　　定額法によっております。

　　　　　 ③　リース資産　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　                 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

　　（3）　引当金の計上基準

　　　　 　①　貸倒引当金

　　　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

　　　　　　 については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　   ②　賞与引当金

　　　　　　　 従業員の賞与支給に備えるため翌期支給見込額のうち、当期の計算期間に対応する金額を計上しております。

　　　 　  ③　退職給付引当金

　　　　　　　  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　　（4）　収益及び費用の計上基準

　　　 　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

　　　 　　する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　　　　　 ①　客室及び食堂部門

　　　　　　 　主に宿泊、食堂及びこれらに附帯するサービスを顧客に提供しており、顧客にサービスを提供した時点で履行

　　　　　 　義務が充足されることから、当該時点での収益を認識しております。

　　　　　　　 なお、委託食堂の収入については代理人取引に該当するため、当該取引に係る手数料相当部分を収益として

　　　　　　 認識しております。

　　（5）　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　　 グループ通算制度の適用

　　　　 　グループ通算制度を適用しております。

　　（6）　会計方針の変更

　　　　 　該当事項はありません。

　　（7）　表示方法の変更

　　　　　 該当事項はありません。

　2.収益認識に関する注記

　　（1）　収益の分解

　　　　　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

　　（2）　収益を理解するための基礎となる情報

　　　　　 「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（単位：百万円）

売上高

　客室 807

　食堂 10

　その他 3

顧客との契約から生じる収益 821
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　　（3）　顧客との契約から生じた債権

           当会計年度において認識された収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額に重要なものはありません。

　　　 　また、当会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要

　　　 　な金額はありません。なお、契約負債の残高に重要な変動はありません。

　　（4）　残存履行義務に配分した取引価格

　　　　　 当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行

　　　　 義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい

　　　　 ない重要な金額はありません。

　3.貸借対照表に関する注記

　　（1）　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　  47,740千円

　　（2）　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　　　　　　　　　　　　短期金銭債権          　     51千円

　　　　　　　　　　　　　　　短期金銭債務             18,209千円

　　　　　　　　　　　　　　　長期金銭債務            828,000千円

　4.損益計算書に関する注記

　　　　　関係会社との取引額

　　　　　　　営業取引による取引高

　　　　　　　　　　　　　　　仕入高　　　　　　　    　9,202千円

　　　　　　　営業取引以外の取引高

　　　　　　　　　　　　　　　支払利息　　　　 　　　 　9,921千円

　5.株主資本等変動計算書に関する事項

　　　　　当期末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　　　　　　　　 　10,000株

　6.金融商品に関する注記

　　（1）　金融商品の状況に関する事項

　　　　　 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループ会社からの借入により資金を調達する方針で

　　　　 す。

　　　　　 売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金の管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、長期差入

　　　　 保証金は主に事業所の敷金であり賃貸人の信用リスクに晒されております。

　　（2）　金融商品の時価等に関する事項

　　　　　 2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　　　　 なお、現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿

　　　 　価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

　　（3）　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　　　 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

　　　　 分類しております。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

長期差入保証金 161 152 △9

（単位：百万円）

当会計年度（期首） 当会計年度（期末）

（2023年4月1日時点） （2024年3月31日時点）

顧客の契約から生じた債権 77 82

契約負債 - -
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　　　　 レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　 　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的な観察可能なインプットを使用して算定した時価

　　 　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　　　 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

　　　 　属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　　(1)　 1株当たり純資産　　　　　　　　        △49,377.90　円

　　(2)　 1株当たり当期純利益　　　　　　　　　     7,715.45　円

    7.1株当たり情報に関する注記

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産

(単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期差入保証金 - 152 - 152

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　　長期差入保証金

　　　　将来返還される金額と回収期間に応じた国債利回りを用いて割引現在価値法により算定

　　　しており、レベル２の時価に分類しております。

区分
時価
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